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未来構想レター 
一般社団法人未来構想会議 

-Forum on Future Vision- 

2024 年 6 月 27 日号 
 

 
6 月 12 日（水）一般社団法人未来構想会議第 6 回理事会 

第６回社員総会を開催 

一般社団法人未来構想会議は 6月 12日

（水）に第 6回理事会/第６回社員総会を開催

した。理事１3名、監事１名が出席。出席理

事：河村建夫、増子輝彦、富田茂之、伊藤庄

平、入澤優公、大川達也、大久保勉、岡島礼

奈、蒲生篤実、蒲原基道、斉藤鈴華、松本千

穂、由木文彦。出席監事：生貝健二。 

報告事項として①事業経過報告（令和 5年

12月から令和 6年 5月まで 未来構想レター

など）がなされ、理事長より富田副理事長の旭

日大綬章受章並びに楠本事務局長が６月末

日をもって辞任することが報告された。 

決議事項として①「令和 5年度活動報告・決算報告」が審議され社員総会に付すことが決議された。②その他議

題では、社員総会の日程などが決議された。その後に社員全員が参加していたため、理事会終了後直ちに社員総

会を開催し、決議事項として理事会決議を受けて提出された「令和 5年度活動報告並びに決算報告」が決議され

た。 

 
河村建夫会長：福島第一原子力発電所の事故によ

って生じた様々な問題に関して増子先生と富田先生

が熱心に活動されてきた。私を含め３人で高エネルギ

ー核廃棄物処理の議連を設立するなどの活動をして

きた、本日は対応の現状をうかがえるということで楽しみにしている。増子理事長：河村先生のご挨拶にあったよう

に私たちは現職の時から活動を続けており、3人が国会を離れてからも、継続をお願いし議連の活動は続いてい

る。山名理事長にも廃炉や賠償について長年にわたってご尽力をいただいて感謝している。やはり廃炉や最終処

分については、長期にわたり取り組む人材が

重要で、時の経過とともに関心が薄れてくる

現状の中で山名理事長にはこれからもしっか

りと関わっていただきたい。山名元・原子力

損害賠償・廃炉等支援機構（NDF）理事

長：まず初めに自己紹介をしたい。自分は

東北大学を卒業後、日本原子力研究開発機

構（JAEA）の東海研究開発センター核燃料

サイクル工学研究所で現場を体験してきた。

その後、京都大学に移り放射線科学を専門

に研究し、2011年の福島第一原子力発電所

事故の際には京都大学の教授としてかかわ

った。その後、2014年に副理事長として原子
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力損害賠償・廃炉等支援機構に

関わるようになり、翌 2015年から

は理事長になり９年になる。政府

の立場でもなく、東電の立場でも

なく、両社と深いかかわり持つ立

場で活動している。 

２０１１年３月１１日に運転中であ

った１．２．３号機において電源喪

失が起こり炉心溶融事故が発生し

た。原子力発電所の事故による廃

炉作業はチェルノービリ、スルー

マイルそして福島の３か所ほどし

かなく、世界でもあまり例のない対

処を必要としている。とりださなけ

ればならない高レベル放射性物

質としては原子炉建屋の上部の水

槽に保存されていた使用済み燃

料と、炉心溶融の結果として生じ

た燃料デブリがある。この燃料デブリは二酸化ウランや二酸化プルトニウムなどの高レベルの放射線を出す物質が

2800℃以上で溶融し、原子炉を溶かし、コンクリートや隔壁などと混ざった状態で存在している。それらはまだ熱を

出しているので水をかけて冷却している。ここからは当然、さまざまな放射性物質を含んだ汚染水が出てくるがこの

汚染水をＡＬＰＳ処理をすることで、さまざまな核種を除去している。このＡＬＰＳ処理ではトリチウムは除去できないこ

と、放射性物質ではあるが自然界にも存在する物質であること、さらに世界中で海洋放出が一般的な処理方法であ

ることから、諸外国から放出されているトリチウムレベルよりも大幅に低いレベルまで薄めて放出している。 

原子力建屋に保存されていた使用

済み燃料は、サイト全体で約 14000体

あった。事故と関係ないところに保管さ

れていたのが約 9600体。炉心溶融の

結果として溶けてしまった燃料は 1、2、

3号機の合計で約 1500体分。従って

サイト全体にあった使用済み燃料のう

ちの 1割が溶けたということになる。そ

れから、壊れた原子炉建屋にあるプー

ルに保管されていた燃料が約 3000体

で、このうち約 2000体ちょっとは、4号

機、3号機から回収が終わっています。

従って 1号機と 2号機に合わせて、ま

だ残っている約 1000体を取り出すの

が一つの大きな仕事になります。これが

終わるのが 2031年くらいを予定してい

る。この使用済み燃料を運び出してから、燃料デブリの取り出しにかかることになる。事故当時は大変な状況にあっ

たが現在では関係者の努力でサイト内及び周辺への放射線の影響は低く抑えられている。 

放射性物質は放射線を出しながら崩壊していくが、その半減期が物質によって大きく違う。原子力発電は、もとも

と超新星爆発で生み出され、地球に自然に存在していたウランなどの放射性物質を濃縮したものを燃料として発電

をしているが、ウラン 238の半減期は約 45億年で、ウラン 235の半減期は約 7億年と極めて長い期間にわたって

放射線を出し続ける。これに原子炉の中で生み出されたプルトニウム、アメリシウム、ネプツニウムなどがあり、プルト

ニウムの半減期は 24000年、アメリシウムの半減期は 7380年、ネプチウムに至ると 214万年という長い半減期を持

っている。これらの危険性の高い放射性物質をきちんと安全に保管するまでが廃炉プロセスとなり、この場合も安全

に保管できる最終処分場が確保されなければ、最終的な終わりは見えないということになる。 

福島第一原発の廃止措置は 30～40年で終わることを目標に進めているが、正確な期間を技術的に示すことは

難しい。この費用は基本的に東京電力がその収入の中から廃炉機構の方に支払って賄うことになっているが、一企

業の力を超えた対策が必要でそこには政府が関わっている。廃炉、被災者賠償、除染、中間貯蔵施設を含め事故

対応全体で 21.5兆円の費用を見込んでいるが、現在、被災者賠償や中間貯蔵の進展によりこれを超過する見込

みであるため、費用の上積みが必要となっている。 
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現在試験的に燃料デブリを取り出すための

工法について検討・評価を実施しているが、

原子炉の中は 10シーベルトパーアワー

（sv/h）とか、ものすごい線量で、人間が入った

ら 5分くらいで死ぬようなレベル。それを取り

出すためには、遠隔装置しかない。しかしこれ

ぐらいの線量になると、遠隔装置に電子回路

が組み込まれていると半導体が誤作動するの

で、耐放射線半導体の開発とか、電子回路を

中に入れないようにするとか、さまざまな開発

をやっている。なかなか上手くいかず、近々新

しい器具でトライをすることになっている。 

この燃料デブリを 2030年代から本格的に

取り出すことを目指している。3つの号機合わ

せて約 260 トンのウランが溶けて固まってい

る。それに原子炉の中の構造材が混ざっているので、全部で 880 トンのものを回収しなくてはいけないということにな

る。そこで現在、気中工法、冠水工法、充填固化工法の 3つの工法が検討されている。 

一番左が気中工法。これは原子炉の上は線量がものすごく強いのですが、そのオカマの蓋を開けて工事する工

法。当然、上の方にすごい放射線が出るが、そこに頑丈な遮蔽体を置いて、そこで遠隔で気中で井戸の底に行くよ

うにして取り出そうという工法になる。真ん中は冠水工法。原子炉建屋の底の岩盤を掘って、鉄の構造体で原子炉

建屋全体を覆ってしまい、その中に水を溜めて工事する。放射線は水の中にあると、水で放射線が遮蔽されるの

で、この水の上であれば人が行くことができるようになる。右端はセメントみたいなものを中に注入して一部を固め

て、固めた状態で回収しようという

充填工法。結論を言うと、この気中

と充填工法を合わせた、合わせ技

をまず狙うことになる。 

現在、東電でこの方法の設計段

階に入っており、2年間かけると、

かなり具体的に設計が見えてくる。

次の課題は廃棄物で、いろんな廃

棄物が膨大な量で、非常に複雑

なものが出てくる。従って、特別な

研究をした上で最終処分に持ち

込む必要があるが、これは社会全

体での議論が必要になる。しかも、

発電所廃棄物にない放射性核種

がたくさん入っているが、中の性状

がまだよくわかっていない。震災に

よる事故から 12年たって、世代交

代も進み、現場の技術者も経験した人が減ってきている。まさに 13年経ってこれから本格的な段階に入っていきま

す。ということは本質的な問題がますます見えてくるということになります。デブリの本格取り出しについては、現在設

計に入っていますが、これから設計して技術拡張してやっていく。確実にどれくらいの期間でできるのかはっきりした

ことは分かりません。それくらい難しくて不確実な作業をやっているということです。ただし私はここでお誓い申し上げ

ますけど、この廃炉工事自身は安全に行います。 

周辺の住民の皆さんにご迷惑をおかけしないように進めることは間違いないし、最後は確実に低いリスクに持ち込

むことはできます。ただ時間と金という問題があり、それらとの戦いになるでしょう。使用済み燃料もデブリも最後は全

部廃棄物になります。これはまさに孫、子の時代、次々世代、100年 200年にわたって影響する話になってきます。

将来に悪い影響を残さないために、今できることを最大限やっていくことが重要です。そのためには政府の力、東電

の力、私のような技術者の力が必要ですが、その力を集結できるように先生方のような政治家に政治を引っ張ってい

ただきたいと思います。英知と汗、その総合力を上げていかないといけません。ただ一番怖いのは風化です。特に

最近見てますと霞が関も、国会も、東電もそのような感じを受けます。 

この仕事の成功の一番の鍵となる要素に関して、あまり知らない方は“技術”とかおっしゃるのですが、一番重要な

のは“人”です。この仕事はきちんと引き継いでいかないと、成し遂げることはできません。当事者として考えてくださ

る方を増やすためにもぜひ力強いご指導をよろしくお願いいたします。 
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Ｑ＆A： 

Ｑ. 鈴木会員：改めて、原発事故の恐ろしさについてお話しいただきました。実際的には大熊・双葉の方はほとん

ど帰還できていない現状になっています。私は放射能汚染の少なかった、できるだけ近い場所に、老人の方々を含

め気概があって町の復興に頑張りたいという方々のために、安全を確保しながら 3～4町の合併をして新たな自治

体を作るという動きがあっても良いのではないかと思っています。山名理事長：現場に行って若い人たちと話すと冷

静に見る方が多いのです。そうすると、例えば移住者を呼び込むということや、またその地元で一旦避難したんだけ

ど、その子どもの子どもはまた帰ってくるということですね。新たな世代が新しい町をここに本気で作っていくというア

プローチは大いにあるべきだと思っていて、その時にまさに環境が安全になる。そこに雇用と産業がある、それから

インフラが揃っているという状態を絶対に作っていかなければなりません。それをここ 2～30年内に作り上げないとい

けない。そこに全力を尽くすことがすごく大事です。廃炉費用の一定程度は常に福島県の地元に落ちるようにしてい

くべきだと思っています。そのお金で雇用を作りながら、新しい産業、例えば遠隔技術の産業を作るとか、ロボットと

か、航空宇宙産業とか、廃炉技術から新しい産業が生み出される流れを作りながら、さらに新しい産業を招聘した

り、同時に農畜産業みたいな確実に持続性のある第一次産業を育てていく。それから当然、交通インフラなどをもっ

と強化するなど、取り組みを合わせ技でやっていくことで将来が見えてくると思うのです。富田副理事長：民間の廃

炉ビジネスは成り立ちうるのだろうか。増子理事長：廃炉ビジネスは成り立ちうる。福島の原発事故の廃炉作業は世

界にも例を見ない技術的な課題をクリアしていく必要がある。しかし廃炉ということだけで考えれば一つの原子力発

電所の廃炉に２3００～2５００億円程度かかると考えられている。世界中で５００基ほどの原子力発電所がいずれ廃炉

になることを考えればこれは巨大なマーケットがそこにあることになる。岡島理事：3つ質問があります。１つは宇宙

だったりロボットだったりとか、そういうところとの技術だったり、あと核融合炉ですね。その技術転用などを連携してい

くと面白いなと思っています。これらの研究に参入するにはどうしたらよいのでしょうか？２つ目は、福島原発事故の

結果としてしばらく漁業ができませんでしたがその影響はどんなものでしょう。３つ目は放射線に強い半導体にはど

のようなものがあるのでしょうか。山名理事長：これらのプログラムに資金を出しているのは経産省と文科省がありま

す。経産省は百数十億円/年、文科省は十数億円/年ぐらいで、これらはすべて公募方式になっており、すべて公

募要項が公開され、どういう課題が採択されたかも公開になっています。２つ目の漁業に関してはあまり変化がない

というか、それよりも地球温暖化の影響の方が大きいようです。増子理事長：昔とれなかったフグなどが豊漁になっ

ています。山名理事長：３つ目の放射線に強い半導体としては、廃炉研究会で検討した結果としてはダイヤモンド

半導体などが強いのではないかと考えられています。現状まだ作業に取り掛かっているわけではありません。原子炉

の中の映像を取ってくることができましたが、すごい放射線がある中で、CCDカメラを使っていますが、５分以内に撮

影することで映像をとることが可能になりました。現状は短時間だからなんとか対応できたということですが、それでは

本格的な廃炉作業には使えないので、方法を考えているところです。増子理事長：何をもって廃炉が完了したとい

えるのか難しい。その前提として基本的にはこの燃料デブリをどう取り出せるか？取り出したものをどこに処分する

か？その間における様々な風評被害を受けたそういう問題をどういうふうに国民に理解をしてもらうか？これらのこと

が私はすごく大事だと思っています。山名理事長がこれまで１０年間一所懸命やってこられた。しかし時間が経つに

従って、関心が薄れ劣化してきている気がする。関係する東電も霞が関も国会議員も科学者もみんなが付き合っ

て、次の世代の人材もみんなが連携していかないと、廃炉はできないと思うのです。最終処分場でも文献調査を受

け入れた段階でその都道府県の知事が反対を表明している。このような中で問題の解決は見通せない。未来構想

会議としては原発立地内にしっかりした地下構造物を作って、そこに中長期にわたって中間保存するしかないので

はないかと考え、提言を準備している所です。 

楠本事務局長：この問題を考えていくときに科学的な最適の問題と社会的な最適の問題があって、基本的に優先

しなければならないのは科学的最適なのだけれども、政治などの社会的最適が優先されると後世に禍根を残すこと

になると思うのです。そのように政治が科学を重視しない発言をする理由は、やはり原子力に対するリテラシーが不

足しているからではないかと考えます。その意味で国民の理解を作るためにもまずきちんとした知識を義務教育から

教えていくことが必要なのではないでしょうか。山名理事長：私も大学にいた時から常にそれは悩んでいました。さ

っき地球 46億年と言いましたけど、宇宙は放射性のものでできている流れの中にいます。核と名がついたとたんに

拒絶反応が生まれていますが、私たちのすべてが核現象でできているわけです。感情の問題ではなく、きちんとした

議論をするためにもそのような知識が必要だと考えています。増子理事長：何本日は長時間にわたりありがとうござ

いました。また福島の説明会もよろしくお願いします、と述べ閉会した。 

河村建夫会長、増子輝彦理事長、富田茂之副理事長、岡島礼奈理事、杉浦孝志・NDF 技術グループ執行役

員、坂田篤彦・スマイルコンサルティング株式会社取締役企画部長が出席。鈴木幸雄・株式会社鈴弥洋行

取締役会長が ZOOM で参加。 

 


